
２丁目地内ほか

公共工事の種別 土木工事業

公共工事の概要（当初）

本工事は、豊田本２丁目地内ほかにある幹線道路の交通の安全と円滑化を図る為、道

路改良工事を行うものである。（債務負担行為設定済）

本工事は「週休２日制適用工事（閉所型 完全週休２日(土日))」である。

工事延長　　　　９５．２ｍ　　幅員　　１０．７５ｍ

路床安定処理工　２８７ｍ2　　 側溝工　７８ｍ

表層工　　　　　８５６ｍ２　

公

　基層工　８５６ｍ2

共

路盤工　　　　　２８

工

７ｍ2　

工事着工の時

事

期（当初） 令和  8

の

年 3月 4日

工事完

入

成の時期（当初） 令和

札

  8年 7月10日

及

契約の相手方の商号、

び

名称 株式会社田端工業

契

 

契約の相手方の住所

約

埼玉県川越市小仙波町

の

３－１６－３

契約金額

適

（当初・税込） 26,

正

688,200円

入札

化

参加条件

<入札参加条

の

件>

業種：土木　格付

促

：Ｂ　地域要件：市内

進

本店　対象業者：４２

に

者

担当課（予算課） 建

関

設部 道路街路課

担当

す

課（工事担当課） 建設

る

部 道路街路課

変更後

法

の工事完成の時期
変更

律

なし
※増減日数

変更契

施

約金額（税込）
減額 

行

526,900円
※増

令

減額

本工事は、豊田本

第

２丁目地内ほかにある

七

幹線道路の交通の安全

条

と円滑化を図る為、道

に

路改良工事を行うもの

規

である。（債務負担行

定

為設定済）

本工事は「

す

週休２日制適用工事（

る

閉所型 完全週休２日

公

(土日))」である。

表

変更後の 工事延長　　

事

　　９５．２ｍ　　幅

項

員　　１０．７５ｍ

公

公

共工事の概要 路床安定

共

処理工　２８７ｍ2　

工

　 側溝工　７８ｍ

表

事

層工　　　　　８５６

の

ｍ２　　基層工　８５

名

６ｍ2

路盤工　　　　

称

　２８７ｍ2　

変更理

市

由
原設計に基づき工事

道

に着手したところ、室

０

内CBR配合試験を行

０

った結果、設計CBR

７

３以

上の強度が確認で

０

きたため、路床安定処

号

理工を行わないよう変

線

更するものである。

改良工事

公共工事の場所 川越市豊田本



新田２丁目地内ほか

公共工事の種別 ほ装工事業

公共工事の概要（当初）

　本工事は、道路の適切な維持管理を目的に、舗装を打換えるものである。（債務負

担行為設定済）

　本工事は「週休２日制適用工事（現場閉所型　完全週休２日（土日））」の対象工

事である。

工事延長＝４４４．２ｍ

幅員＝３．３０～６．５０ｍ

舗装工＝２，６２０ｍ２

区画線工＝一式　　雑工＝一式

工事着工の時期（当初） 令和  8年 3月10日

工事完成の

公

時期（当初） 令和  

共

8年 6月29日

契約

工

の相手方の商号、名称

事

米川興業株式会社 

契

の

約の相手方の住所 埼玉

入

県川越市宮元町５０－

札

１２

契約金額（当初・

及

税込） 29,494,

び

300円

入札参加条件

契

＜入札参加条件＞

業種

約

：舗装　格付：Ａ　地

の

域要件：市内本店　対

適

象業者：２７者

担当課

正

（予算課） 建設部 道

化

路環境整備課

担当課（

の

工事担当課） 建設部 

促

道路環境整備課

変更後

進

の工事完成の時期
変更

に

なし
※増減日数

変更契

関

約金額（税込）
減額 

す

524,700円
※増

る

減額

　本工事は、道路

法

の適切な維持管理を目

律

的に、舗装を打換える

施

ものである。（債務負

行

担行為設定済）

　本工

令

事は「週休２日制適用

第

工事（現場閉所型　完

七

全週休２日（土日））

条

」の対象工

変更後の 事

に

である。

公共工事の概

規

要 工事延長＝４４４．

定

２ｍ

幅員＝３．３０～

す

６．５０ｍ

舗装工＝２

る

，６２０ｍ２

区画線工

公

＝一式

変更理由

表事項

公共工事の名称 市道００４６号線舗装整備工事

公共工事の場所 川越市砂

式雑工＝一

 原設計に基づき事前測量を行ったところ、既存舗装が当初想定していたよりも厚く、また切削厚が１０ｃｍに満たないた
め、路面掘削及び不陸整正において施工内容の変更を行う必要が生じ、設計変更を行うものです。
 また、契約課長通知の「令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価について」の運用に係る特例措置（川契第１号
令和８年４月６日）に該当するため、単価適用年月を変更するものです。
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